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本稿の目的は，資本の部門間移動を考慮すると収益性の産業部門間格差が，短期的にはともかく
持続的に拡大することはないだろうという推測の実証である。佐藤[1]は，脱工業化 (deindus-
trialisation)に伴う資本の部門間移動との関係で，製造業と第三次産業の収益性格差を分析した丸
これに対し本稿では，より一般的な観点から，製造業内での収益性の部門間格差を分析する。
本稿の構成は，次のとおりである。まず第2節で，いくつかの収益性を定義する。第3節では，
収益性の部門間格差の要約的統計量として，部門間の標準偏差の動向を分析する。ここまでのデー
タソースは，『法人企業統計』（年報）である。さらに異なるデータ（「国民経済計算」と「民間企業
資本ストック」）を利用して，同じ問題を分析する。すなわち第4節で利潤率を定義し，第5節で利
潤率の部門間標準偏差の動向を分析する。最後に第6節で，結果を要約する。
結論を先取りすれば，当初の推測は実証される。
2. 収益性の定義
分析対象とする収益性を定義しよう。
a. 総資本経常利益率
総資本経常利益率は，財務営業比率の一つで，
(1) 総資本経常利益率＝経常利益／総資本
と定義される3)。経常利益，総資本は，それぞれ損益計算書，貸借対照表の項目である。いくつかの
1)本稿作成に平成10年度関西大学学部共同研究費を利用した。
2) [ 1]佐藤真人『構造変化と利潤率』（関西大学出版部， 1998年3月），特に第2, 3, 4章。
3)実際には，さらに100を掛けた。
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利益率のうち，代表的なものとして注目する4)。
b, 利潤率
利潤率を，これも財務営業比率の一つである設備投資効率（＝付加価値額／有形固定資産（建設
仮勘定を除く））を考慮し，次のように定義する丸
(2) 利潤率＝（付加価値額ー従業員給料手当ー福利費）／有形固定資産（建設仮勘定を除く）
なお分母の有形固定資産（建設仮勘定を除く）から，さらに土地を除いた場合も参照し，両者の
異同に注意する。以後， (2)において有形固定資産（建設仮勘定を除く）から土地を除いた場合を利
潤率2と略称する。
3. 収益性の部門間分散度
収益性の部門間格差の要約的指標として，部門間の標準偏差に注目する。収益性の部門間格差は，
規模別クラス毎に
(3) ある部門の収益性格差＝ある部門の収益性ー製造業総計の収益性
で定義する。
貨幣賃金率の部門間格差についても見ておこう。収益性の場合と並行的に，労働の部門間移動を
考慮すると貨幣賃金率の部門間格差は持続して拡大しているかどうか。貨幣賃金率を，
(4) 貨幣賃金率＝（従業員給料手当＋福利費）／従業員数
で，その部門間格差を規模別クラス毎に
(5) ある部門の貨幣賃金率格差＝（ある部門の貨幣賃金率ー製造業総計の貨幣賃金率） XlOO/製造
表1 収益性，貨幣賃金率の部門間分散度（標準偏差）の傾向
(1) 総資本経常利益率 (2) 利潤率
でクラス 1960-96年 1975-96年 でクラス 1960-96年 1975-96年
総計 低下(1%) 低下(1%) 総計 低下(1%) 低下(1%)
1 低下 上昇 1 上昇(5%) 低下
2 低下 低下 2 上昇 上昇
3 低下 低下 3 上昇(5%) 上昇
4 低下(1%) 低下(1%) 上昇(1%) 低下
5 低下(1%) 低下(1%) 4 低下(1%) 低下(1%) 
6 低下 低下(1%) 5 低下(1%) 低下(1%)
7 低下 低下(1%) 6 低下 低下(1%)
注）（ ）内は，有意確率である。以下同様。 7 低下(1%) 低下(1%) 
注）クラス 3の下欄は， 1996年の繊維工業を除いた場合。
4)総資本は，貸借対照表の項目「資産」である。また財務営業比率，その他の利益率については，[2 J大
蔵省財政金融研究所編「財政金融統計月報一法人企業統計年報特集』（大蔵省印刷局，各号）を参照。以後，
大蔵省財政金融研究所 [2]と略称。
5)実際には，さらに100を掛けた。
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(3) 利潤率2(土地を除いた場合） (4) 貨幣賃金率
でクラス 1960-96年 1975-96年 でクラス
総計 低下(5%) 低下(1%) 
1 上昇(1%) 上昇
2 上昇 上昇
3 上昇(5%) 上昇
上昇(1%) 低下
4 低下 低下(1%) 
5 低下(1%) 低下(1%) 
6 上昇 低下(1%) 
7 低下(1%) 低下(1%) 
注）クラス3の下欄は， 1996年の繊維工業を除いた場合。
なおクラス 1で,1996年の化学工業を除いた場合．有
意確率への影響は小さい。
業総計の貨幣賃金率
で定義しよう。
a. 傾向
総計
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
1960-96年
上昇
上昇
低下
低下
低下
低下(1%)
上昇(1%) 
低下(1%) 
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1975-96年
上昇(1%) 
上昇(5%)
上昇(1%) 
上昇
上昇
低下
低下
低下
まず時経的傾向を本項で扱い，水準と変動の激しさについては次項で扱う。傾向を問題にする期
間については，データソースと戦後日本経済史を考慮し， 1960----96年と1975----96年を選ぶ6)0
さて各部門の総計の部門間標準偏差については，図 1より印象を得ることができる。資本金規模
別クラス毎に，それぞれの期間について傾向の有意性を見ると，表 1のとおりである”。表 1におい
て低下（あるいは上昇）は，時間（西暦年下二桁）への回帰直線の係数の符号による。回帰係数が
正（負）なら上昇（低下）である。また（ ）内は，有意確率である8)。
6)データソースについて， 1960~74年は[3]大蔵省証券局資本市場課編『法人企業統計年報集覧』（大蔵
省印刷局， 1976年）， 1975年以降は大蔵省財政金融研究所[2 ] (1976~97年の各号）によるが，それぞれ
の部門分類は異なる（前者は13部門，後者は18部門）。具体的な異同については，末尾の付表1を参照。以
後，前者を大蔵省証券局[3]と略称。
また戦後日本経済に関し， 1970年代前半に構造変化があったことについて，ほとんど異議はないだろう。
7)クラスは資本金規模により，次表のように略称する。
クラス 資本金規模（単位：百万円）
1 2未満
2 2~5未満
3 5~10未満
4 10~50未満
5 50~100未満
6 100~1,000未満
7 1,000以上
8)有意確率は，傾向がない（係数=0)という帰無仮説を棄却する危険率であり， 5%以下の場合に表示
した。以下同様。
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(1) 総資本経常利益率 (2) 利潤率
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(3) 利潤率2 (土地を除いた場合） (4) 貨幣賃金率
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図1 収益性，貨幣賃金率の部門間分散度（標準偏差）
全体としては，収益性の部門間格差に上昇傾向はないと結論できよう。これは，当初の推測にと
って自然な結果である。より具体的には，次の点に注目したい。
1. ほとんどの場合，有意性はともかく低下傾向が見られる。特に総計については期間を問わず，
例外なく有意な低下傾向が見られる。また期間1975-96年では有意な上昇傾向は見られない。逆に，
上昇傾向が有意な場合は 4例（利潤率，利潤率2'クラス 1, 3 , 1960-96年）である。
2. 大規模クラスでは低下傾向がより鮮明である。例えばクラス 4~7では，ほとんどの場合，有
意な低下傾向が見られる。特に期間1975-96年では例外がない。他方，有意性を問わないとしても，
当該クラスで上昇傾向が見られるのは 1例（利潤率2'クラス 6,1960-96年）である。
貨幣賃金率の場合，収益性の場合程一様な結果は得られず，有意な上昇傾向を示す例が小規模ク
ラスに比較的多く検出される。総計については， 1975-96年に有意な上昇傾向が見られる。後者は，
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表2
(1) 総資本経常利益率
製造業内の収益性格差（佐藤）
収益性，貨幣賃金率格差の部門間標準偏差：平均と標準偏差
(2) 利潤率
＼ クラス 1960-96年 1975-96年平均 標準偏差 平均 標準偏差
1 4.7352 2.0892 4. 4966 1. 3892 
2 3.6003 2.3827 3.2616 0.8600 
3 2. 9370 1. 0727 2. 9267 1.1530 
4 2.2031 0.8348 1. 9758 0. 5488 
5 2.2509 0.6575 2.1711 0.6776 
6 2.0877 0.5131 2.0888 0.5248 
7 1. 8324 0 .4493 1. 9141 0. 5424 
総計 1. 6882 0 .4060 1. 5936 0. 3760 
注）クラス 1の標本数は，期間1960-96年の場合， 1960年が欠
損のため他のクラスより 1少なく36である。以下同様。
(3) 利潤率2 (土地を除いた場合）
＼ クラス 1960-96年 1975-96年平均 標準偏差 平均 標準偏差
1 56.4481 54.3580 69.9666 64.8948 
(48.8605 24.1674) (57.5505 23.4305) 
2 36.9099 18.7319 41.0841 13.7070 
3 37.3745 65.0968 48.7682 83.1676 
(26.8985 8.0092) (31.1494 7.1514) 
4 19.0104 5.2369 19.4939 4.8258 
5 20.7430 5.8041 20.2516 6.5633 
6 17.9247 6.8466 20.5214 7.5216 
7 21.8520 6.4023 19.1868 5.0643 
総計 20.4993 4.0874 20.8258 4.6977 
注）クラス 1の異常の原因は1996年の化学工業，クラス 3の異
常の原因は1996年の繊維工業である。（ ）内は，当該標本
を除いた場合である。
収益性の場合と対照的である （図 1も参照）。
b. 平均と標準偏差
収益性格差の部門間分散の程度（標準偏差） の
水準と変動の激しさを見よう。要約的統計量とし
て，部門間標準偏差の平均と標準偏差に注目する。
クラス毎に整理すると，表2のとおりである。ま
た図 2より，一般的印象を得ることができる。図
2において，各線分は， 一方の端から順に各クラ
スを表す。煩雑さを避けるためクラス 1だけに記
号を添えたが，他方の端はクラス 7である。実線
は期間1975-96年の場合，破線は期間1960-96年の
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＼ クラス 1960-96年 1975-96年平均 標準偏差 平均 標準偏差
1 38.6347 17.0659 44.7823 14.7714 
2 29.3011 15.7927 32.0538 9.4207 
3 29.5971 54.4761 38 .4059 69. 8345 
(20.9050 6.1396) (23. 7875 5. 7567) 
4 12.8997 4.1086 12.1928 3.4192 
5 14.8597 5.0648 13.1335 4.6311 
6 12.4920 4.2413 13.0714 5.0251 
7 16.6086 6.9204 12.8292 4.1284 
総計 14.8550 4.0160 13.7273 4.0610 
注）クラス 3の異常の原因は1996年の繊維工業である。なお
（ ）内は，当該標本を除いた場合である。
(4) 貨幣賃金率
,~ 1960-96年 1975-96年平均 標準偏差 平均 標準偏差
1 25.5075 9.6802 25.6666 10.1024 
2 22.7094 10.2913 20.7319 3.3454 
3 19.8713 6.6465 19.2215 3.4732 
4 17.4680 2.9053 17.2850 1.8499 
5 18.8079 5.0196 17.2850 2.1994 
6 19.2860 2.7674 18.7969 1.4666 
7 16.4493 3.2914 15.5263 1.9310 
総計 27.1902 3.5280 28.0362 1.4231 
標準偏差
2.0 
1.5 
1.0 
0.5 
(1) 総資本経常利益率
?????? ? ?? ? ?
?
?? ??
?
?
?
?
?
?
??
? ??
? ?
?
、 ? ?? ?
? ?
?
3.0 
平
ー
4.0 5.0 
均
注）実線は期間1975-96年，破線は1960-96年の場合。
以下同様。
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a (2) 利潤率 b 
標準備差 標準偏差
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注）繊維工業（クラス 3,1996年）を除いた場合
(3) 利潤率2 (土地を除いた場合）
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注）化学工業（クラス 1,1996年），繊維工業（クラス 3,
1996年）を除いた場合
図2 収益性，貨幣賃金率格差の部門間標準偏差：平均と標準偏差
場合である。
表2あるいは図 2を，次のようにまとめることができよう。小規模クラスでは，部門間の分散度
が一般的により大きく，時経的な変動もより激しい傾向が見られる。
図 2(Z)aにおいて，クラス 3の標準偏差の大きさは異常である。そこで各製造業の当該クラスの
利潤率に遡ると， 1996年の繊維工業の利澗率が非常に大きく，原因であると推測できる。実際，こ
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(4) 貨幣賃金率
製造業内の収益性格差（佐藤）
れを除いた場合の結果を見ると
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（図 2(2) bを参
標準偏差 照），当該標本の影響は非常に大きいことが確かめ
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られる （縦軸の目盛の違いに注意）。
同様に図 2(3)aにおいて，
偏差の大きさは異常である。そこで各製造業の利
潤率2に遡ると，
学工業，
クラス 1,
クラス 1については1996年の化
クラス 3については利潤率の場合と同じ
1996年の繊維工業の利潤率2が非常に大きく，原
因であると推測できる。 これらを除いた場合の結
果も示したが（図 2(3) bを参照），当該標本の影響
の大きさを確かめることができる
違いに注意）。
4. 利潤率の定義
3の標準
（縦軸の目盛の
同じ問題を異なるデータで分析する。利潤率を，国民経済計算の「経済活動別国内総生産および
要素所得」と「民間企業資本ストック」を利用して，次のように定義する丸
(5) 利潤率
営業余剰（各年価格）／（国内総生産（各年価格）／国内総生産 (1990年価格））
民間企業資本ストック (1990年価格）
ここで，国内総生産（各年価格）／国内総生産 (1990年価格）が介在するのは，営業余剰（各年価
格）を国内総生産（各年価格）／国内総生産 (1990年価格）で1990年価格に評価するためである10)0
(5)を次のように書き換え，利潤分配率と資本係数によって決まると解釈することができる。すなわ
ち，
(6) 利潤率
営業余剰（各年価格）／国内総生産（各年価格）
民間企業資本ストック
＝利潤分配率／資本係数
(1990年価格）／国内総生産 (1990年価格）
~ ~ '-'-で，
(7) 利潤分配率＝営業余剰（各年価格）／国内総生産（各年価格）
資本係数＝民間企業資本ストック (1990年価格）／国内総生産 (1990年価格）
9)実際には，さらに100を掛けた。また利潤率の分母には，「民間企業資本ストック」（四半期データ）の4
期の平均を使った。「経済活動別国内総生産および要素所得」と「民間企業資本ストック」のソースは，何
れも「日経総合経済ファイル」である。
10)これに対し，佐藤[1] (第2章）では民間企業資本ストック (1980年価格）を民間企業設備デフレータ
ーで各年価格に評価した。何れも営業余剰（各年価格）と民間企業資本ストック (1990年価格）を同時に
利用するための対応である。
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である。
?
利潤率の部門間標準偏差の動向は，図
3のようである。ただし，データの欠損
について，次の点を注記しておこう。
1970~74年について，出版• 印刷，石
油・石炭，窯業・土石，精密機械の 4部
門で民間企業資本ストックのデータ値が
欠損している。したがって，この期間は，
石油・石炭，窯業・土石，精密機械の利
潤率は欠損，したがって当該期間の利潤
率の部門間標準偏差は，これらの部門以外についてのものである。
また「経済活動別国内総生産および要素所得」と「民間企業資本ストック」の部門調整で，後者
?
゜1970 75 80 85 90 
図3 利潤率の部門間分敦度（標準偏差）
5. 利潤率の部門間分散度
95 
の出版• 印刷はその他の製造業に加算したが，もちろん1970~74年についてはデータ値欠損のため
加算されていない11)0
さて図 3より容易に予想できるが，実際， 1970年以降についてはもちろん，データ値欠損がない
1975年以降についてみても，危険率1%以下で，回帰係数=Oの仮説を棄却できる。
6. 結論
製造業内の収益性の部門間格差を異なるデータを利用して分析した。注目した統計量は部門間標
準偏差，利用したデータは『法人企業統計』（年報）と主に「国民経済計算」である。収益性の部門
間格差が，短期的にはともかく持続して拡大することはないだろうという推測は，どちらのデータ
によっても実証される。この傾向は，特に資本金大規模クラスで鮮明である。また収益性の部門間
分散度（標準偏差）は，小規模クラスではより大きく，変動もより激しいことが分かる。
11)他に部門調整は，「民間企業資本ストック」の鉄鋼業と非鉄金属を統合し，「経済活動別国内総生産およ
び要素所得」の一次金属に対応させたのみである。「経済活動別国内総生産および要素所得」と「民間企業
資本ストック」の産業分類については，末尾の付表2を参照。
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付表 1 業種の分類
(1)業種分類表 (1960~74年）
業種名 構成業種
1食料品製造業 食料品・たばこ製造業
2繊維工業 繊維工業
3パルプ・紙・紙加工品製造業 パルプ・紙・紙加工品製造業
4化学工業 化学工業
5窯業・土石製品製造業 窯業・土石製品製造業
6鉄鋼業 鉄鋼業
7非鉄金属製造業 非鉄金属製造業
8金属製品製造業 金属製品製造業
9機械製造業 一般機械器具製造業
10電気機械器具製造業 電気機械器具製造業
11輸送用機械器具製造業
（船舶製造業を除く） 輸送用機械器具製造業
12船舶製造業
13その他の製造業 衣服• その他の繊維製品製造業，木材・木製品製造業，家具・装備
品製造業，出版• 印刷・ 同関連産業，石油製品・石炭製品製造業，
ゴム製品製造業，なめしかわ・同製品・毛皮製造業，精密機械器具
製造業，武器製造業，その他の製造業
注）構成業種は日本産業分類の中分類による。
注）大蔵省証券局資本市場課編 r法人企業統計年報集覧」（大蔵省印刷局， 1976年）上巻， 3ページを参照。これが，
1960~74年の分類である。
(2) 業種分類表 (1975~96年）
業種名 構成業種
1食料品製造業 食料品製造業，飲料・飼料，たばこ製造業
2繊維工業 繊維工業
3 衣服•その他の繊維製品製造業 衣服•その他の繊維製品製造業
4木材・木製品製造業 木材・木製品製造業（家具を除く）
5パルプ・紙・紙加工品製造業 パルプ・紙・紙加工品製造業
6 出版•印刷・同関連産業 出版•印刷・同関連産業
7化学工業 化学工業
8石油製品・石炭製品製造業 石油製品・石炭製品製造業
9窯業・土石製品製造業 窯業・土石製品製造業
10鉄鋼業 鉄鋼業
11非鉄金属製造業 非鉄金属製造業
12金属製品製造業 金属製品製造業
13一般機械器具製造業 一般機械器具製造業
14電気機械器具製造業 電気機械器具製造業
15輸送用機械器具製造業 輸送用機械器具製造業
16精密機械器具製造業 精密機械器具製造業
17船舶製造・修理業 船舶製造・修理業
18その他の製造業 家具・装備品製造業，ゴム製品製造業，なめしかわ・同製品・毛皮
製造業，武器製造業，プラスチック製品製造業，その他の製造業
注）大蔵省財政金融研究所編「財政金融統計月報一法人企業統計年報特集j(大蔵省印刷局， 1976~97年の各号）を参
照。これが， 1975~96年の分類である。
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付表2 「経済活動別国内総生産およぴ要素所得」と
「民間企業資本ストック」の産業分類
経済活動別国内総生産および要素所得 民間企業資本ストック
(1)農林水産業 農林水産業
(2)鉱業 鉱業
(3)製造業 製造業
①食料品 食料品
②繊維 繊維工業
③パルプ・紙 パルプ・紙
出版•印刷
④化学 化学工業
⑤石油製品・石炭製品 石油•石炭
⑥窯業・土石 窯業・土石
⑦一次金属 鉄鋼業
非鉄金属
⑧金属製品 金属製品
⑨一般機械 一般機械
⑩電気機械 電気機械
⑪輸送機械 輸送機械
⑫精密機械 精密機械
⑬その他の製造業 その他の製造業
(4)建設業 建設業
(5)電気・ガス・水道業 電気・ガス・水道業
(6)卸売・小売業 卸売・小売業
(7)金融・保険業 金融・保険業
(8)不動産業 不動産業
(9)運輸・通信業 運輸・通信業
UO)サービス業 サービス業
注 1)「経済活動別国内総生産および要素所得」の⑬ 「その他の製造業」
は，小分類の7.衣服・身回品， 8. 製材・木製品， 9. 家具， 1.
印刷・ 出版， 12.皮革・皮革製品， 13.ゴム製品， 24.その他の製造
業から成る（経済企画庁編「国民経済計算年報1997年』を参照）。
注 2) 「民間企業資本ストック」の鉄鋼業と非鉄金属を統合し，出版•印
刷をその他の製造業に含めた。
